
身体的拘束最小化のための指針 

 

1．基本理念 

  身体的拘束は患者の人権を侵害し、心身に深い影響を及ぼす行為であるとの認識のもと

原則として実施しない方針である。患者の尊厳と主体性を尊重し、拘束を安易に正当化す

ることなく、身体的・精神的弊害を理解し、身体的拘束を最小化する体制を整備する。 

 

2．定義 

  身体的拘束とは、患者の身体又は衣類に触れる何らかの用具を使用して、一時的に当該 

患者の身体を拘束し、その運動を抑制する行動の制限をいう。 

  （昭和 63年 4月 8日厚生労働省告示第 129号） 

  

（1）当院における身体的拘束の対象となる行為 

  ① ミトン 

  ② 鎮静を目的とした薬剤の過剰投与 

 

（2）当院における身体的拘束の対象とならない行為 

  ① 離床センサー、コールマット 

    離床センサー類は患者の行動や能力を把握・評価し、患者の安全とニーズを満たす

ケアに繋げるために使用する 

    使用基準・手順は「転倒・転落防止マニュアル」に基づき対応する 

  ② 胃瘻造設直後のミトン着用 

    瘻孔形成期の胃瘻カテーテルの事故抜去は腹膜炎等の重篤な合併症を引き起こす

危険性が高いため、患者の状態を適切に評価し手順に沿って使用する 

  ③ 自動体位交換機能付きエアマット使用時の 4点柵 

  ④ 整形外科疾患の治療を目的としたシーネ固定やコルセット装着 

  ⑤ 点滴時のシーネ固定 

  ⑥ 車椅子乗車時の固定ベルトやカットアウトテーブル 

体幹および四肢の機能障害等により座位姿勢を保持する能力に障害がある場合 

また、不随意運動があり車いす乗車時に安全な体位が保持できない場合 

 

3．身体的拘束最小化の原則 

（1）身体的拘束の原則 

身体的拘束は患者の尊厳を侵害するものであり、原則として実施しない。 

ただし、以下の 3要件すべてに該当する緊急やむを得ない場合には、本人・家族等対し

て説明を行い同意を得たうえで一時的に実施する。 

  【切迫性】身体的拘束を行わない場合患者本人または他の患者等の生命・身体が危険に



さらされる可能性が高い 

  【非代替性】身体的拘束その他の行動制限を行う以外に代替する方法がない 

  【一時性】身体的拘束が一時的なものである 

患者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由、その他必要な事項を記録する。また、

身体的拘束を実施した場合は、解除に向けた取り組みを継続し、代替手段の実施内容・

効果・判断理由を記録する。 

 

（2）緊急やむを得ない場合に該当するか検討を必要とされる患者の状態・背景 

① 気管切開・気管内挿管チューブ、中心静脈カテーテル、経管栄養チューブ、膀胱 

留置カテーテル、各種ドレーン等を抜去することで、患者自身に生命の危機およ 

び治療上著しい不利益が生じる場合 

② 精神運動興奮（意識障害、認知障害、見当識障害、薬物依存、アルコール依存、 

  術後せん妄など）による多動・不穏が強度であり、治療に協力が得られない、自 

傷・他傷などの害を及ぼす危険性が高い場合 

③ ベッドからの転落・転倒の危険性が著しく高い場合 

④ 検査・手術・治療で抑制が必要な場合 

⑤ その他の危険行動（自殺・離院の危険性など） 

 

（3）薬剤使用の適正化について 

  鎮静を目的とした薬剤を使用する場合は、身体的拘束と同様に、使用理由、投与量、

効果、副作用、代替手段の実施状況を記録し、継続の必要性を定期的に評価する。  

薬剤使用も身体的拘束に準じた行動制限として扱い、適正使用を徹底する。 

※認知症ケアマニュアル内「鎮静剤使用手順書」参照 

 

（4）身体的拘束以外の行動制限について 

  2-（1）に規定される身体的拘束以外の患者の行動を制限する行為についても、安易に

正当化することのないよう、患者のニーズや個別の状況を適切に把握・評価し、それに

応じた対応をチームで検討すること。 

   

4．身体的拘束を最小化するための体制の整備 

（1）身体的拘束最小化チームの設置 

① 身体的拘束最小化チームは、専任の医師および看護師に加え、薬剤師、リハビリテ

ーション職等を含む多職種で構成する 

② 身体的拘束最小化チームのカンファレンスは 3ヶ月に 1回開催する。チームカンフ

ァレンスの検討内容および結果については議事録を作成し保管する。その他、重大

な問題が発生した場合は適宜開催する 

③ 身体的拘束が実施されている患者がいる場合は、定期的にラウンドを行い、解除に

向けた検討を支援する 



 

（2）身体的拘束最小化チームの検討項目 

① 身体的拘束等最小化に関する指針等の定期的な見直し 

② 身体的拘束等の実施状況の把握と周知 

 鎮静を目的とした薬剤の適正使用等も含めた身体的拘束の実施状況の把握、記録の 

確認を行う 

③ 身体的拘束等の代替案、拘束解除に向けての検討 

   身体的拘束の妥当性について検討し、代替案や拘束解除に向けた検討・支援を行う 

④ 身体的拘束最小化に向けた研修の企画、啓蒙活動及び指導 

 患者ケアに直接または間接的に関わる職種を対象とした身体的拘束等に関する教育

研修を開催する（年 2回） 研修内容には、身体的拘束の倫理・法的側面、代替手

段の実践、記録方法、薬剤使用の適正化、事例検討を含める また、受講状況を記

録し、受講率を管理する  

 

5．身体的拘束を実施する場合の対応 

（1）患者状態の判断と必要性の評価 

  患者への影響を最小限にするためには、多職種で患者の状態を適切に評価する 

 

（2）実施の決定、方法と期間の決定 

① アセスメントをもとに担当チームでカンファレンスを行い、代替方法の検討と実施

を行う。実施した代替手段については、その内容・実施時間・効果を評価し、なお

身体的拘束が必要と判断された理由とともに記録する。そのうえで、身体的拘束が

必要と判断された場合には、方法・時間・期間について検討する 

   担当スタッフが不在である場合や緊急時（夜間帯・休日等）は複数のスタッフ 

   で検討する    

② 合意された場合には、主治医が身体的拘束の指示をカルテに記載する 

   夜間や休日等の場合は後日速やかに状況を説明し指示を得る 

③ 対策が必要と判断される患者の状態をカルテに記載する 

④ 身体的拘束等実施時の手段、ケア方法、観察時間などを含む看護計画を立案する 

 

（3）患者本人および家族等への説明と同意 

① 身体的拘束を行う場合、医師（主治医または当直医）または担当スタッフは、「身

体的拘束に関する説明・同意書」の内容（目的・理由・方法・時間・期間等）を患

者本人・家族等に説明し同意を得る 

② 説明を行った医師または担当スタッフは、説明日時、説明者の職種、説明内容、同

意者の氏名・続柄、同意方法（書面・口頭・電話）、患者・家族等の反応をカルテ

に記載する 緊急に身体的拘束の必要性が生じ電話にて同意を得た場合には後日書

面にて同意を得る 



   

（4）身体的拘束実施時の観察と記録 

   身体的拘束を実施している期間は、原則として 1時間ごとに患者状態および拘束部

位の安全性を観察し記録する  

   医師は看護師による観察・評価を確認し、身体的拘束の妥当性や継続・解除につい

て検討し記録する 

 

（5）身体的拘束の評価、カンファレンス 

   身体的拘束解除についてのカンファレンスを週 1回実施するほか、患者の状態に変

化がある場合や解除の可能性が生じた場合には随時カンファレンスを開催し、迅速

に見直しを行う  

 

（6）身体的拘束の解除 

① 身体的拘束の 3原則「切迫性」「非代替性」「一時性」のいずれかを満たさなくなっ

た場合は速やかに解除する 解除にあたっては、段階的な解除トライアルを実施し

再評価を行う 必要に応じてカンファレンスを開催し、解除後の安全確保策を検討

する 

② 医師は身体的拘束解除の指示をカルテに記載する 

③ 意思決定能力を有する患者や家族等から身体的拘束の解除を求められた場合には、

医師をはじめとする多職種で協議し、身体的拘束を中止することによる不利益や危

険性について十分に説明したうえで、可能な限り患者の意思を尊重し、解除を検討

する。 

④ ③の状況において、身体的拘束の解除が患者本人または他の患者等に重大な危害を

及ぼす可能性が高いと判断される場合には、解除の可否について倫理委員会へコン

サルテーションを依頼し、倫理的妥当性を確認したうえで対応を決定する 

 

6．本指針の閲覧 

 本指針は、当院医療安全管理マニュアルに記載し職員が閲覧可能とするほか、霞ヶ関南 

病院のホームページに掲載し、患者および家族等が閲覧できるように配慮する 
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附則 

この指針は 2025年 4月 1日より施行する 

2026年 4月 1日 改訂 


